
   
記入例 

申請書を学校に提出する日 

当てはまるものに○をつける 

児童生徒本人を中心に、生計を一にする者全員につい
て記入する。 
・住民票が同じ場合：必ず記入 
・住民票が別の場合：監護・養育関係にあり、 

生活費等の送金があれば記入 
別世帯でも同住所であれば記入 

 

５に○をつけた場合、この欄に 
受給したい理由を具体的に記入
する。 

●４について：有効期限が記載されているページの写しも必要 

児童扶養手当の申請・更新中で、証書が発行されていない場合は、 

４以外の理由で申請する。 

●５について：申請後に所得審査を行い、所得の合計が要綱で定める 

額の１.３倍未満の場合に認定となる。 

  令和６年 1月 1日の住所が市外の方は、家族全員分の所得課税 

証明書の写しが必要（18 歳未満を除く世帯全員。） 

６月中旬以降に申請する方は、所得課税証明書の年度が新しく 

なりますので、令和７年１月１日の住所が基準となります。 

 

１～５のうち、いずれか１つに○をつける。 

（ただし、５は１～４に該当しない場合のみ○をつける。） 

２～４に○をつけた場合：右隣の欄にある添付書類が必要 

●２について：令和６年 1月 1日の住所が市外の方は、家族全員分の 

所得課税証明書の写しが必要（18 歳未満を除く世帯全員。） 

●３について：全額免除の場合に限る。 

 

 

記入は必要ありません。 

５に○をつけた場合、この欄に申請者の 

住所地の地区の民生児童委員の署名が必要。 

令和７年４月 1 日現在
で記入する。(※令和７年

4月 1日以前に記入する 
場合は、見込みを記入) 

西暦でも可(1980 年など) 

令和７年度就学奨励費の委任事務は、 

令和８年３月３１日をもって終了とします。 


